
近年の事業費の推移

※このグラフの事業費は概算です。

■新ガイドラインに基づく事業一覧

■旧ガイドラインに基づく事業一覧

1. 海洋国家としての平和と連帯への協力

ミクロネシア地域の海洋管理

4. 各種NGO、NPOとのネットワークの形成ならびにアジア諸国との連携を促進する事業

ミクロネシアコーストガード設立に向けた国際委員会の開催

第5回太平洋・島サミットに向けての提言
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ベトナム人利用者に
使い勝手の良い
検索サイトが構築される
特許の公共活用を図る

ための新たな仕組み作りの
ために、カリフォルニア大
学に本部をおく非営利組
織「農業のための公共知的
財産機構」(PIPRA)を助成先として、07年度～ 09年度に実施しま
した。農業・バイオ分野の知的財産管理をテーマとしたワーク
ショップをベトナムで4回開催しました。
またベトナム語によるポータルサイトを開設し、知財管理の

教材やワークショップ資料のほか、米国特許の検索サイトが構
築され、検索をベトナム語から英語へ自動翻訳できる機能を導
入し、利用者に使い勝手の良いものになっています。
本事業は、ベトナムのテレビや新聞を通じて度々報道され、

事業の認知度向上にも貢献したうえ、一連の成果が認められ、次
年度以降も引き続き米国特許商標庁 (USPTO)より支援を受ける
ことになっています。

グローバリゼーションが文化に与える影響を
客観的に把握し、文化政策立案に貢献
初年度は「文化と経済」を、次年度に

は「多様性・創造性」をテーマに、グロー
バリゼーションの影響を貿易や観光、
アート、メディアなどの分野から捉え
るための指標を開発、分析を行いまし
た。最終年度は、新たに「伝統・記憶・
アイデンティティ」をテーマとして指
標の開発と分析を行いました。

3年間の活動を通じて、指標開発の方法論が構築され、指標
に基づく分析とグローバルな観点からの政策立案に向けた提
案が提示されました。その結果、世界の文化政策に関わる専門
家とのネットワークが構築され、途上国や太平洋島嶼国地域な
ども含めた多様な視点からの分析にもつながりました。成果は、
ロンドンやパリで発表されており、さらに本年秋には出版も予
定されています。

宗教教育と一般教育の統合を目指し
カリキュラム改定版を作成
タリバンの台頭で注目を浴びたイスラム宗教学校は、いぜん

世界のイスラム・コミュニティへの影響力が大きく、同時にその
一部が過激な思想を植え付ける場として批判されています。その
ため、宗教と科学的価値観双方のバランスがとれた教育を行うこ
とは、イスラム教徒を抱える国と地域の安定に不可欠との認識が
国際的に共有されています。
本事業の実施地・タイ南部では、イスラム過激派によるテロ

や暴力が深刻化し、イスラム宗教学校の教育が争点となり、教師
が暴力のターゲットとなっています。さらにイスラム宗教学校
では、政府が定めるカリキュラムとの統合が図られないため、学
習時間増大により学生の負担が重くなり、大学進学率の低さに
つながっています。
そこで、現地のイスラム宗教学校の関係者が中心となり、イ

スラム教育と一般教育の統合を目指し、主に①カリキュラム改
訂版の作成とこれに対する理解促進運動、②指導者向けのワー
クショップからなる活動を行いました。

「非営利活動の活性化・規制緩和推進システム」を完成させ、
運用を開始

01年の米国同時多発テロ以降、テロとは無関係の一般の非営
利活動への制限が顕在化したため、本事業は非営利セクターを
取り巻く状況の変化に組織的かつグローバルな対応指針を示し、
同セクターの活性化や規制緩和を目指すものです。初年度は、国
際機関や非営利セクター関係者、研究者に調査を行い、「非営利
活動の活性化・規制緩和推進システム」の試行版を開発しました。
次年度は、フィリピン、ベトナム、米国、エチオピア、カザフス

タン、レバノン、ソロモンの7ヶ国で、本システムの試行を行い
ました。
そして、最終年度は、国際機関や各国政府、NGO関係者らが本

システムを活用するための活動を展開し、システム全体に改良を
加えました。同システムの正式発表を目的として、9月にジュネー
ブで開催された国連人権委員会の一環として会議を開催したほ
か、スペインやニカラグア、ニューヨークなどで開催された様々
なフォーラムの場でも発表しました。具体的活用には、国連機関
とNGOとがさらに連携を強化していくことが確認されました。

知的財産の公共的活用促進のための仕組み作りと評価 グローバリゼーションに対する文化指標の開発

❶事業実施者名／カリフォルニア大学デイヴィス校（米国）　
❷事業形態／部分助成　❸実施年度事業費／ 7,149,246円　
❹実施年数／ 3年継続事業の3年目

❶事業実施者名／カリフォルニア大学ロサンゼルス校市民社会センター（米国）
❷事業形態／部分助成　❸実施年度事業費／ 4,767,770円
❹実施年数／ 3年継続事業の3年目

非営利活動促進のための環境整備に向けた実践研究

❶事業実施者名／ CIVICUS（市民活動団体の世界連合）（南アフリカ）
❷事業形態／部分助成　❸実施年度事業費／ 3,534,673円
❹実施年数／ 3年継続事業の3年目

イスラム宗教学校におけるカリキュラム改定支援

❶事業実施者名／プラティープササナ・イスラム学校（タイ）　
❷事業形態／助成　❸実施年度事業費／ 10,941,951円　
❹実施年数／ 3年継続事業の3年目

グローバリゼーションが文化に与える影響を

第3次ガイドラインを作成
ミクロネシア3国の海上保安
機能向上を目指して新規事業
09年度は、第3次ガイドライン（2009～ 2013）を作成したほか、
「ミクロネシアコーストガード設立に向けた国際委員会の開催」と、
「第5回太平洋・島サミットに向けての提言」の
2事業を実施しました。

笹川太平洋島嶼国基金事業

1-1　ミクロネシア地域の海洋管理

1-2　海洋安全に関わる連携と交流

2-1　教育

2-2　医療・保健

2-3　情報共有

マーシャル諸島共和国、ミクロネシア連邦、パラオ共和国
の3国の共同による海洋管理について、民間財団としての特
徴を生かしつつ、官民連携と諸外国との協力を推進します。
特に、これら3国に対する海上保安機能向上に向けた支援に
ついては、各国の合意をもとに、調査、提言、および海上保安
業務に必要とされる人材育成支援などを行います。

域内での遠隔通信教育について、質の向上とアクセスの
拡大に関わる事業を支援します。域内の人材育成を図ると
ともに、特に優秀な人材については、日本をはじめとする域
外での教育・研修の機会を提供します。

太平洋地域における海洋の安全と海洋管理に関する島
嶼国間での連携と交流を支援します。特に、海上交通・保安、
環境保全、持続可能な漁業の育成などにつき、太平洋島嶼国
間で知見・経験を共有し、協力体制を形成することを目指
します。

人口の少ない島々が点在する島嶼国では医療・保健体制
の基盤整備が急務となっています。保健・医療分野での専
門家の育成を支援するほか、島嶼国の実情とニーズに合わ
せた制度や予防医学のあり方を追求する事業を支援します。

太平洋島嶼国の間での情報共有と交流を推進するととも
に、太平洋島嶼国と日本との間の相互理解を促進する事業
を実施もしくは支援します。

1. 2. 海洋国家としての平和と連帯への協力 島嶼国の自立への協力

事業へ参加したベトナム・バイオ
技術研究所の模様

‘The Cultures and 
Globalization Series’として
出版された成果物

事業の詳細は▶
http://www.spf.org/spinf/spinf_j/projects/summary2009.html

■　一般事業
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太平洋島嶼国という言葉を聞いて、みなさんはどんなこ
とが思い浮かぶでしょうか。
新聞やテレビを通じて，気候変動に伴う島の水没や美し

いサンゴ礁のイメージが伝えられることはありますが、太
平洋島嶼国と日本との関わりという観点では、なかなか像
を結べないというのが現状ではないでしょうか。
日本政府の取組みとしても、3年に1回、太平洋島嶼国の

指導者を集めてサミットが開催されているものの、太平洋
島嶼国に対する日本のODAは全体の1％程度に過ぎません。
関心が高まらない理由として，太平洋島嶼国は人口が少

ないゆえに市場が小さい、国土が小さく拡散している、大
きな消費市場からのアクセスも悪いなど、幾重にも重なる
地政学的な制約要因を並べ立てて説明をするのは、さほど
難しくはありません。

しかし太平洋島嶼国が有する排他的経済水域の広さは
中国の陸地面積の2倍であり、その海洋・漁業資源の豊か
さに日本は大きく依存しています（例えば日本のマグロ消
費の8割はこの海域に依存しています）。
またミクロネシア地域は、戦前の短い期間ではあるもの

の、日本が統治していたという歴史的なつながりもありま
す。さらに最近は、海洋の安全の観点からも注目が集まる
ようになってきています。
新しい状況が現出するなかで、21世紀の日本の海洋戦

略に太平洋島嶼国を位置づけていく作業は差し迫った課
題です。そのなかで、ODAやビジネスセクターの手の届か
ない分野に支援のニーズを見出していく当基金の役割は
大きいと考えています。

21世紀の日本の海洋戦略に位置づけ、
支援ニーズを見出していきたい

特別基金事業室 笹川太平洋島嶼国基金事業担当　主任研究員　世古 将人

具体的な支援策を協議、各国の役割を調整

本事業は、ミクロネシアにおける海上保安機能を向上
させるため、日米豪の関係国による国際委員会を開催し
て支援策を協議・調整し、最終的な支援策をミクロネシ
ア3国に提示することを目的としています。

09年11月から翌年１月に米国ワシントン、豪州キャン
ベラ、ミクロネシア3国へ代表団を派遣し、各国の海上保
安業務を所管する機関とともに、官民共同会議の開催に
向けた調整業務を行いました。

支援の実行可能性にも活発な議論

2010年3月2日に東京で「ミクロネシア3国の海上保
安能力強化に向けた官民共同会議」を日本財団と共催し
ました。
会議にはミクロネシア3国代表団、米国国務省・沿岸
警備隊、豪州外務貿易省、わが国の外務省・海上保安庁・
日本財団・当財団の代表者が出席しました。ニュージー
ランドはオブザーバーとして参加しました。

ミクロネシア地域の海上保安機能向上に向け、
関係国と官民協力を推進
約600平方㎞に及ぶ広大な海域を有すミクロネシア3国。
海上保安機能の向上が課題であり、島嶼国間での連携と日米豪ら関係国との
協力関係が不可欠であるため、国際委員会の立ち上げ準備を行いました。

会議では主にミクロネシア3国の海上保安能力強化に
向けた支援策の実行可能性などについて議論が行われま
した。
その結果、2010年6月にグアムでワーキンググループ

会合を開催すること、2010年第4四半期に支援策の最終
決定を行う官民共同会議をパラオで開催することが合意
され、共同議長サマリーとして発表されました。

ミクロネシアコーストガード設立に向けた国際委員会の開催

❶事業実施者名／笹川平和財団　❷事業形態／自主　
❸実施年度事業費／ 19,981,374円　❹実施年数／ 2年継続事業の1年目

● 担当研究員コメント

ミクロネシア連邦代表団（第1回官民共同会議）

マーシャル諸島共和国マロエラップ環礁

ミクロネシア連邦コスラエ州
（写真上）

グアムよりミクロネシア3国
方面を望む（写真中左）

第1回ミクロネシア3国海上保
安能力強化に向けた官民共同
会議 (2010年3月2日開催 )
（写真中右）

第1回官民共同会議、議事風景
（写真下）

■　笹川太平洋島嶼国基金事業 2009　笹川平和財団



事業件数事業費

2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度

近年の事業費の推移

※このグラフの事業費は概算です。

■09年度事業一覧

1. 21世紀の日中関係に向けた人材育成

第3期日本語学習者奨学金
日本語教材開発支援

災害応急マニュアル作成支援

健康な街づくり活動支援
地方大学における日本語学習者の日本研修

区分 事業名 頁

P24

P26

P25

P25

P24

2. 21世紀の日中関係に向けた相互理解の深化

日中国防関係者交流／フェーズⅡ
日中防衛交流総括

現代日本紹介図書シリーズ翻訳出版
次世代リーダー対話プラットフォーム構築
中国若手ジャーナリスト招へい

P28

P28

P29

P29

P27

3. 21世紀の日中関係への提言

日中若手歴史研究者会議／フェーズⅡ
日中関係40年史（1972～2012） P30

P30

4. 世界発信を準備する社会の醸成

中国NPO評価の基盤形成
日中基金の情報発信の基盤強化 P31

P32

009年度
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太平洋島嶼国の6ヶ国から専門家を招へいして
国際シンポジウムを開催

本事業は、「第5回太平洋・島サミット」に先立ち、海
洋環境、留学生教育に関する会議の開催を通じ、日本に
滞在する島嶼国の留学生ネットワークを構築するとと
もに、島サミットに向けて提言をまとめることを目的と
しています。
まず09年5月14日、東京で国際シンポジウム「島嶼国
を取り巻く海洋環境の保全・保護を考える」を開催しま
した。開催にあたっては、ミクロネシア連邦、パラオ共
和国、パプアニューギニア独立国、フィジー諸島共和国、
クック諸島（NZ）、サモア独立国の6ヶ国から環境問題の
専門家を招へいし、地域の海洋環境改善のための提言が
まとめられました。

留学中のサポート体制、
ネットワーク構築など10項目を提言

09年5月20日、東京で国際会議「太平洋島嶼国の留学
教育のあり方」を開催しました。この会議では、異文化の
適応にかかわる留学中のサポート体制のあり方、ネット
ワーク構築の必要性が確認され、10項目にのぼる提言が
作成されました。
さらに、留学生会議の代表3名を太平洋・島サミット
に派遣し、各国代表団に会議の成果について働きかけま
した。首脳からは基金の活動実績、とりわけ留学生会議
や留学生ネットワークの具体的活動について評価され
ました。

海洋環境、留学教育への支援と
ネットワークづくり促進のために
第5回太平洋・島サミット開催に向けて海洋環境、留学教育についての会議を開催、提案を行うことで、
具体的な支援策を提示しました。また島嶼国出身の日本留学生ネットワークを構築し、連携を促進しました。

第5回太平洋・島サミットに向けての提言

❶事業実施者名／笹川平和財団　❷事業形態／自主・委託　
❸実施年度事業費／ 7,265,649円　❹実施年数／単年度事業 各界のリーダーの育成、

知的ネットワークの構築、
安全保障分野の交流など
多様なテーマを追求
中国における日本語学習者の支援、両国の各分野のリーダー育成、
中国の社会変革の促進、日中の知的ネットワークの構築および
安全保障分野の交流強化を柱に、さまざまな活動を展開。

笹川日中友好基金事業
事業の詳細は▶
http://www.spf.org/sjcff/j/program/all.html#2009

海洋環境にかかわる国際シンポジウム

留学生会議の参加者による発表

■　笹川太平洋島嶼国基金事業
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